
  

短報

福岡県地域がん登録情報とがん検診情報を用いた胃がん・肺がん検診精度の把握

中島淳一・吉田まり子・西巧・田中義人・香月進

大石明 ・池田晶子 ・松本隆史 ・瓦林達比古 ・宮﨑千穂 ・是久哲郎

がん検診における感度や偽陰性率等の精度指標は、がん罹患統計である地域がん登録情報（以下、がん

登録情報と略す）とがん検診受診者情報（以下、検診受診者情報と略す）を照合することで初めて把握が

できるが、現状では殆ど実施されていない。今回、今後のがん検診精度管理の推進を見据え、情報基盤と

してのがん登録情報の届出精度、精度の把握における技術的課題等の検証を目的とし、ハッシュ関数によ

り匿名化処理した平成 年診断がん登録情報ならびに平成 年度市町村胃がん・肺がん検診受診者

情報を用い、姓、名、性別、生年月日、住所地の市町村名を主要項目として照合を実施した。その結果、

照合で５項目が一致した例では、匿名化した情報でも、検診精度の把握が可能であることが示唆された。

また、偽陰性例の可能性のある症例や、検診後の精密検査で陰性または未受診であり、検診機関でがん罹

患について追跡が不能となった症例も検出された。今後、市町村・検診機関・県が一体となったがん検診

精度管理体制の構築に向けた議論を進めていく必要がある。

［キーワード：地域がん登録、がん検診、精度管理］

１ はじめに

がん死亡率の低下を図るためには、住民に対し、“有効

な”検診を、“正しく”実施することが極めて重要である。

“有効な”検診の方法について、現在、市町村の実施する

がん検診では、国立がん研究センターのガイドラインに基

づき、死亡率低下に有効であり、検診による不利益（偽陰

性、偽陽性、偶発症、過剰診断など）が十分に小さいとさ

れるものが選択されている 。

一方、検診を“正しく”実施するために、市町村、検診

機関、都道府県が管理すべき内容と指標について、厚生労

働省が報告書をまとめ、チェックリストを示している 。

チェックリストでは、“技術・体制指標”として、検診機

関の体制（設備、医師・技師等）の確保や実施手順等の管

理が求められる。また、“プロセス指標”として、検診受

診率、要精検率、精検受診率、陽性反応的中度等を測定し、

評価することとしている。

また、市区町村の行政担当者向けにこれらの内容をまと

めたマニュアルも作成・提供されており、これに基づき、

各市町村において住民への“有効な”がん検診を“正しく”

実施するための体制について整備、点検されている 。

しかし、図１に示すように、その検査法ががんの有無を

正確に判定できたか否かの指標、例えば感度（がんに罹患

している者を検診で正しく陽性と判定する割合）や偽陰性

率（検診で陰性と判断された者がその後がんと診断された

割合）等については、国内では殆ど把握されていない。

これらの指標は、図２に示すとおり、地域におけるがん

罹患統計である、がん登録情報と検診受診者情報を照合す

ることにより初めて把握が可能である。しかし、この照合

には大量の個人情報が必要となることから、市町村におけ

る個人情報保護方針や検診実施体制の違いなどにより、そ

の意義と実施について合意が形成されにくい。このため、

国内では一部のモデル事業等の実施に留まっている 。

今回、がん登録の実施により福岡県のがん罹患情報が集

積されつつある中、がん検診精度管理の推進に向け、情報

基盤としてのがん登録情報の届出精度、がん検診の精度指

標把握における技術的課題等の検証を目的として実施し

たので報告する。

２ 方法

今回用いた情報と照合方法の概要について、図３に示

す。検診受診者情報は、平成 年度に市町村がん検診を

受診したもの（平成 年 月 日 平成 年 月 日受

診、胃がん： 件、肺がん： 件）、がん登録

情報は平成 年に診断された症例（平成 年 月

日 平成 年 月 日診断、胃がん： 件、肺がん：

件 を用いた。各情報の姓、名に使用されている漢

字は、 第２水準に統一後、※ハッシュ関数（ ）

による匿名化処理を行い、復元不可能な状態とした。
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図１ 市町村がん検診における精度管理の現状 

図２ がん登録情報と検診情報の照合による精度 
指標の算出方法 

図３ 照合の概要 

表 2 がん登録情報の届出精度 

平成24年症例 B（県間比較可能）

平成25年症例 A（全国推計利用可能）

I/M一定期間中の

罹患と死亡の比

全国がん罹患モニタリング集計

精度基準

DCO（％）

死亡票の情報のみで

把握されたがん

DCN（％）

死亡票で初めて把握

されたがん

【A】 【B】 【C】 【D】

受診者総数
1次検診

（＋）

1次検診（＋）

かつ、精密検査

（＋）

【C】のうち、がん

登録情報と５項目

一致

胃

肺

【D】/【C】（％）

表 1 検診機関が把握したがんに対する

がん登録届出の割合 

 
 
 

照合のキー項目は、匿名化後の姓・名、性別、生年月日、

住所地の市町村名の５つとした。これらの項目に加え、検

診受診者情報における検診受診日、精密検査受診日、検診

結果、検診機関が把握した精密検査の結果、がん登録情報

における発見経緯、集約診断日、各情報における住所地の

郵便番号を補助的な情報として検証した。

※原文から固定長の疑似乱数を生成する演算手法。

例：山田→

偽陰性例の可能性ありとするものについては、本研究で

利用可能な各情報の利用範囲から“１次検診で陰性と判断

され、その後１年以内に診断されたがん登録情報と一致し

たもので、次回検診での発見例を含めない”とした（追跡

期間１年、大島の定義）。

３ 結果および考察

３・１ がん登録情報の届出精度について

本研究で利用したがん登録情報は、地域がん登録におけ

る医療機関からの任意の届出によるものである。精度指標

の把握においてがん登録情報はがん検診受診者がその後

がんに罹患したか否かの“真の状況”を示す情報基盤とな

るため、県内のがん罹患をどれだけ把握できているか、そ

の届出精度が重要となる。

まず、検診機関が紹介先医療機関からの情報により把握

したがんが、がん登録情報として届出られている割合を検

証した。結果を表１に示す。胃がんは ％、肺がんは

％が、がん登録によって把握されていた。これらの把

握割合の差は、がん登録の届出精度において、肺がんの

（死亡票で初めて把握されたがん）の割合が ％程度高

く（平成 年症例 胃： 、肺： 、平成 年症例 胃：

％、肺： ％）、罹患届出の数が胃がんよりも少な

いことによるものと考えられた。 ）

表２に、がん登録の届出精度について示す。平成 年症

例は、国立がん研究センター“全国がん罹患モニタリング

集計”精度基準 を、平成 年症例は精度基準 を達成して

おり、研究利用のための基礎的な要件を満たしているもの

と考えられた。

３・２ 照合結果とハッシュ化照合の有用性について

照合の結果、主要５項目と一致したものについて、その

内訳を図４ に示す。胃・肺共に住所地の郵便番号が

一致する割合も ％以上と高く、本研究の照合方法でも、

一定の精度で実施できているものと考えられた。また、偽

陰性例の可能性のある症例も、胃・肺共に検出された。１

次検診で陽性と判定後、精密検査で陰性または検査未受診

の症例、すなわち検診機関が追跡不能となったものについ

ても、今回の照合で該当するものが把握できた。
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主要４項目が一致したものについて、図５ に示す。

これらの症例についても、住所地の郵便番号が一致するも

のが存在しており、同一人物の可能性があると思われた。

なお、該当した症例が不一致となった項目は姓もしくは名

であり、生年月日は一致していたことから、改姓、漢字表

記の誤り等がその原因と考えられた。

今回の照合で検出された偽陰性例や、検診後追跡不可能

となりがんと判明した症例は、後に検診の判定結果の妥当

性を評価する上で、市町村や検診機関にとって非常に有益

であるが、結果や資料を再度検証する為には対象の個人を

特定する必要がある。 
この点について、今回用いたハッシュ化照合の特徴と利

点を図６に示す。検診精度指標の算出のみを目的とするの

であれば、ハッシュ化された各情報の照合でその把握が可

能となる。偽陰性例等の再検討等、照合後に個人情報が必

要となる場合は、予めハッシュ化前後の情報を連結するた

めの ID を付与した状態で匿名化処理後に照合する。その

後対象となる症例についてのみ、ID を元に個人情報を利

用することで、いずれの場合も、作業時の個人情報の移動

を最小限に留めることができる。但し、匿名化実施の有無

にかかわらず、各情報の正確性は極めて重要である。照合

による利用を前提としたデータの仕様と整備について、関

係機関で事前に検討が必要である。 

 
 
 

 
 
 

 
 

図 4a 胃がんにおける５項目一致症例の内訳 

図 4b 肺がんにおける５項目一致症例の内訳 

図 5a 胃がんにおける４項目一致症例の内訳 

図 5b 肺がんにおける４項目一致症例の内訳 

図 6 ハッシュ化照合の特徴と利点 
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図 5a 胃がんにおける４項目一致症例の内訳 

図 5b 肺がんにおける４項目一致症例の内訳 

図 6 ハッシュ化照合の特徴と利点 
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３・３ 今後の精度管理推進体制の整備について

集団に対し実施するがん検診には、早期発見・早期治療

による“利益”と、過剰診断や偽陽性者への不要な精密検

査等の“不利益”のバランスが求められる。このためには、

適切な精度管理により、検診の有効性と限界を明らかに

し、“利益”の最大化、“不利益”の最小化を実現するた

めの、継続的な取り組みが必要である。

今回の検証では、検診結果における偽陰性例、いわゆる

“見逃し例”の可能性があるものも検出されたことから、

市町村・検診機関・福岡県が一体となったがん検診精度管

理体制の整備が必要な時期に来ていると言える。

これらの要件として、個人情報の円滑な利用に向けた基

盤整備（行政的調査研究における個人情報利用手続きの整

理）、各自治体の検診実施体制に応じた精度管理（委託の

状況に応じたがん登録情報利用、照合作業、偽陰性例の特

定及び症例検討等の実施主体）、精度指標算出方法の明確

化（“追跡期間”＝がん登録情報の照合範囲の設定や偽陰

性例の定義等）、算出結果の解釈と公開の範囲等について、

関係機関や専門家による議論と、それを取りまとめるため

の“場”の構築が今後求められる。

４ まとめ

がん検診における、検査法の精度である感度・特異度等

の精度管理推進に向けた課題の検証のため、がん登録情報

とがん検診受診者情報について、ハッシュ関数（ ）

による匿名化処理した後、照合を実施した。

その結果、匿名化処理した情報でも一定の水準で検診精

度の把握が可能であることが示唆された。また、偽陰性例、

いわゆる“見逃し例”の可能性があるものも検出され、今

後、市町村・検診機関・福岡県が一体となったがん検診精

度管理体制の整備を進めるための取り組みが必要である。
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Calculation of gastric cancer, lung cancer screening accuracy using the Fukuoka 
Prefecture regional cancer registry information and cancer screening information
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The accuracy of cancer screening, including sensitivity or false negative rate, can be identified by comparing regional cancer 

registration information and cancer examination information. As a result of collating anonymized information, cases with 

possible false negative results that were not identified at the screening institution were detected. This result shows that it is 

possible to ascertain the precision of cancer screening even with anonymized data, and clarifies the importance of using good

quality control methods in the future.

Key words ; Regional cancer registration, Cancer examination, Quality control
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